
（ ）

事
業
費

国・道支出金

地方債

その他(使用料等)

一般財源

事業費計

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

円

円

単位 2024年度 2025年度 2026年度
円

社会福祉協議会活動支援事業2 福祉総務費3 民生費

社会福祉係健康福祉課

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

1 社会福祉費 070702

(3) 総事業費・指標等の推移

事務事業名 社会福祉協議会活動支援事業

(1) 事務事業の目的と効果

 1. 事務事業の現状と課題

　令和５年３月に策定した第5期地域福祉計画では、社
会福祉協議会を地域福祉を担う中核的な団体として明
確化し、社会福祉協議会が策定する第６期地域福祉実
践計画と連携して地域福祉事業を推進中である。
　しかし、収益を見込めない地域福祉事業に対し補助率
を10/10として、法人運営経費、地域福祉事業経費を補
助し、地域福祉推進の安定化を図っている。
　社会福祉協議会からは、他の福祉事業の補助率や委
託経費の増額を要望されているが、当面は現行補助・
委託を継続していくこととしている。

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)

　地域福祉計画と地域福祉実践計画に基づき、日常か
ら社会福祉協議会と十分に協議し、地域福祉を推進し
ていく。

　社会福祉協議会のきめ細やかな福祉事業によリ、
町民誰もが安心して暮らすことができる。

　社会福祉協議会、町民

　当該団体に人件費、事業費等の一部を補助金とし
て交付し、町の福祉行政と連携した事業を実施する
ため活動支援を行う。

(2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

単位

円

円

円

円

円

785,375 789,685 836,000
30,421,631 33,023,465 34,860,000
31,207,006 33,813,150 35,696,000

円

内訳

補助金額
活動
指標

31,207,006 33,813,150 35,696,000

2026年度2025年度2024年度

円

細節名

地域福祉基金利子

円

円

785,375 789,685 836,000
円
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（ ）

・助成金
事業費 町補助金額 補助率

0 0 事務費10/10以内

【総括】
１　社会福祉協議会補助金は、事務局経費、人件費、心配ごと相談事業等の社会福祉事業に対し補
助を実施。安定した法人運営と地域福祉事業の推進を目的とし、令和３年度以降、補助率を10/10（事
務局長人件費のみ十勝管内平均を上限）とした。　その結果、法人運営は一定程度安定している。

２　地域福祉推進事業補助金は、地域福祉基金の利息を財源に、社協だより発行に係る費用の他、
福祉団体等が単年度実施の在宅福祉の普及向上や地域福祉の推進を図る事業等を実施する際に
助成を行っているが、令和７年度は２回の募集を行ったが申請がなかった。

2　地域福祉推進事業補助金
・事務費(社協だより発行
　費他)

事業費 町補助金額 補助率
15,044円 7,522円 事務費5/10以内

・供物、バス代、謝礼、
　テント設営、事務諸費

事業費 町補助金額 補助率
46,329円 46,329円 10/10以内

□無銭旅行者援護事業

・無銭旅行者JR賃
事業費 町補助金額 補助率

0 0 10/10以内

□心配ごと相談事業

・費用弁償、事務諸費
事業費 町補助金額 補助率

105,972円 105,972円 10/10以内

□有無縁仏法要事業

□人件費

・人件費
事業費 町補助金額 補助率

31,051,971円 29,972,949円 10/10(局長は十勝平均上限)

【社会福祉事業】

1　社会福祉協議会補助金
【法人運営事業】
□事務局経費
・旅費交通費・研修費・
事務諸費

事業費 町補助金額 補助率
3,680,378円 3,680,378円 10/10以内

健康福祉課 社会福祉係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明
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（ ）高齢者支援課 介護保険係

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

3 民生費 1 社会福祉費 3 高齢者福祉費 071022 介護保険施設環境整備支援事業

(1) 事務事業の目的と効果 (2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)  1. 事務事業の現状と課題

 2. 対象(何を対象にしているか)

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

(3) 総事業費・指標等の推移

内訳 単位 2024年度 2025年度 2026年度
国・道支出金 円

地方債 円

その他(使用料等) 円

一般財源 円 28,581,000 957,000
事業費計 円 28,581,000 957,000
事業数 件 1 1

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

細節名 単位 2024年度 2025年度 2026年度
円

円

円

円

円

円

円

事務事業名 介護保険施設環境整備支援事業

高齢者施設

事
業
費

活動
指標

　2024年度において、介護保険施設の入居者や通所系
サービス利用者が、施設内の酷暑で体調不良に陥ったり、
通所系サービスの利用制限に至ったため、利用者が快適
な環境で過ごせるように、事業者がエアコンを設置する費
用の一部を支援した。
　2025年度においては、介護保険施設に貸与している敷地
の町有樹木（白樺）に倒木の危険があるため、伐採し新た
に植樹（つつじ）を行う。

支障木の伐採は2025年度で終了。

今後も環境整備に該当するものがあれば随時対応す
る。

介護保険施設に貸与している敷地の支障木を伐採
し、新たに植樹を行う。
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（ ）高齢者支援課 介護保険係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

１．実施場所
　特別養護老人ホーム芽室けいせい苑地内 (芽室町東３条４丁目１番地５)

２．実施内容 
  (1) 樹木を伐採の上、幹材及び枝条等を処分。
　　　伐採数：シラカバ　13本
  (2) 伐採跡地に樹木の苗木を植栽。
　　　植栽数：エゾムラサキツツジ　40本
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（ ）健康福祉課 障がい福祉係

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

3 民生費 1 社会福祉費 4 障害者福祉費 070722 障害者就労支援事業

(1) 事務事業の目的と効果 (2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)  1. 事務事業の現状と課題

 2. 対象(何を対象にしているか)

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

(3) 総事業費・指標等の推移

内訳 単位 2024年度 2025年度 2026年度
国・道支出金 円

地方債 円

その他(使用料等) 円

一般財源 円 1,197,083 1,332,729 3,204,000
事業費計 円 1,197,083 1,332,729 3,204,000

障害者職場実習申込者 人 14 10 2
障害者就労体験申込者 人 14 10 2

町内開設の就労系サービス事業所利用者数 人 35 37 37

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

細節名 単位 2024年度 2025年度 2026年度
円

円

円

円

円

事務事業名 障害者就労支援事業

・障害者職場実習希望者
・障害者就労体験希望者
・町内に開設している事業所

事
業
費

活動
指標

・障がいをお持ちの方々に、役場業務の職場実習や
就労体験の機会を提供する。
・「雇用促進」「職場開拓」「定着支援」に関して事業委
託を行う。

・働く障がい者の一般就労の促進と定着支援の課題解
決として、2022年4月からNPO法人に委託している。
・一般就労への移行を目標に、職場実習事業・就労体験
事業を改編し、施設外就労の拡大を行った。

・就労開拓・就労定着事業を地域活動支援センターを運
営する民間事業所へ委託し、就労に至るまでと就労した
後のサポートとを一体的に支援する体制を継続する。地
域活動支援センターの付加機能として生活支援・就労支
援を行うことを目指し、必要経費は地域生活支援事業
（070823）に予算計上する。
・施設外就労の拡大を検討し、行政機関だけでなく民間
企業への拡大を、関係機関と連携しながら推進する。

・職場実習により、職業能力や職業適性を向上させ
る。
・就労体験により、働くことの喜びを感じてもらう。
・町内の就労系サービス事業所の運営安定、事業拡
大を図る。

円

円
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（ ）

１　職場実習事業・就労体験事業

２　就労継続支援A型事業所の推進
　 ・平成25年4月に誘致した就労継続支援A型事業所「(株)九神ファームめむろ」
　利用状況

※令和7年度末の町民利用者  10人

九神ファームめむろからの一般就労移行者

※同事業所･･･九神ファームめむろ内で社員として採用した者

３　障害者就労支援委託の進捗状況
　（１）事業経過

　令和６年度から、地域活動支援センター委託へ就労支援機能を付加する形へ移行。

　（２）事業の実施状況
・一般就労者への定期訪問。

　 ・就労移行者に係る本人・家族・企業への支援。
・雇用に向けての実習、見学の対応。
・通勤サポート　令和４年４月から「通勤サポート」委託開始。令和６年度NPO事業へ移行。
　令和７年度利用者11名（町内企業10名、町外企業１名）

（３）就労支援事業所から一般就労への移行

10 3

R４年度 R５年度 R６年度

移行者数 2 3 4

R７年度

4

移行者数 9 3 0 0 0 0 1 0

H28－R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 合計

一般企業 同事業所 一般企業 同事業所 一般企業 同事業所 一般企業 同事業所 一般企業 同事業所

※令和6年度から、職場実習事業においては、より一般就労を目指す方の採用を行っている。

年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

利用者数 25 25 19 20 20 15

年度 R５年度 R６年度 R７年度

・職場実習事業：一般就労を見すえた実習。町の
会計年度任用職員として採用し、最低賃金を保
障する。
・就労体験事業：仕事を経験し就労への意欲を高
める体験事業。無報酬。

職場実習
事業利用

者数
19 7 6

就労体験
事業利用

者数
2 12 10

健康福祉課 障がい福祉係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明
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（ ）健康福祉課

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

細節名 単位 2024年度 2025年度 2026年度
地域生活支援事業国庫補助金 円 11,034,000 14,563,000 11,871,000
地域生活支援事業道補助金 円 7,714,000 8,891,000

障がい福祉係

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

3 民生費 1 社会福祉費 4 障害者福祉費 070823 地域生活支援事業

(1) 事務事業の目的と効果 (2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)  1. 事務事業の現状と課題

 2. 対象(何を対象にしているか)

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

(3) 総事業費・指標等の推移

内訳 単位 2024年度 2025年度 2026年度
国・道支出金 円 18,748,000 23,454,000 19,985,000

地方債 円 0 0 0

実施事業数 事業 9 9 9

その他(使用料等) 円 113,976 5,740 69,000
一般財源 円 34,869,657 29,557,242 38,341,000

8,114,000
成年後見申立費用個人負担金 円 5,740 69,000

いきいきふるさと推進事業補助金（障がい福祉費） 円 113,976
円

円

円

事務事業名 地域生活支援事業

原則として芽室町に在住する障がい児及び障がい者
など。

事
業
費

活動
指標

障がい者の地域生活を支援するため、市町村が地域
のニーズに応じて弾力的に実施する事業で、相談支
援事業、コミュニケーション支援事業、日常生活用具
給付事業、地域活動支援センター事業、移動支援事
業、成年後見制度利用支援事業、日中一時支援事
業、自動車改造費助成、訪問入浴サービス事業を実
施している。

・障がいのある方や家族のニーズに応じた、また複数の分
野にまたがる課題や多様なライフステージに対応した適切
な支援を受けられるような体制を強化する必要がある。ま
た、地域共生社会の実現や相談支援体制の共通プラット
フォーム化などについて関係課・関係機関と協働で検討す
る必要がある。

・町内の相談支援事業所に委託しているよろず相談に加
え、2025年度から基幹相談支援センターを設置しており、
地域の相談支援体制が確保されている中、北海道からの
権限移譲事務であった身体障害者相談員及び知的障害
者相談員（各1名）への相談はほぼない状況である。

・第８期障がい者福祉計画策定にあたり、2026年度にアン
ケート調査を実施し、地域のニーズを把握する。
また、協議の過程そのものを官民協働で実施し、我が事と
して障がいのある方の地域生活を考える機会とする。関係
課の各個別計画と整合性を図りながら、共通する横断的
なコンセプトの明確化や切れ目のない相談支援体制につ
いて計画へ盛り込んでいく。

・令和８年度から、身体障害者相談員及び知的障害者相
談員（各1名）への相談業務委託を終了する。

地域生活のための事業を実施することにより、障が
い者の自立を促進するとともに保護者や家族の負担
を軽減する。

0 0 0
0 0 0

事業費計 円 53,731,633 53,016,982 58,395,000
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（ ）

1　各事業　令和7年度実績

※支出額は、事業に係る委託費、給付額等。

訪問入浴サービス事業

自動車改造助成事業

118

2

支出額 0 61,600 0

支出額 671,700 2,005,920 2,565,500

支出額 25,579,314 27,513,545 29,367,790

事業費(派遣
＋ろうあ） 141,056

R6

169

事業 R5

0

45

67,246 53,230

支出額 20,143,200 17,411,000 7,500,000

支出額 512,800 380,700 0

移動支援事業

地域生活支援センター事業（町外を含む）

地域生活支援事業 利用者数

利用者数

利用者数

R7

169

2

利用者数

派遣回数

利用者数

利用者数

53

利用者数 0

52

1

55

1 2

0

2

53

健康福祉課 障がい福祉係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

事業所数 1 1 1

支出額 3,915,025 3,854,503 4,393,527

12

53

7

46

15

2

日常生活用具給付等事業

手話通訳者
登録数 8 8 8

利用回数 3,929 4,486 4,791

コミュニケーション支援事業

日中一時支援事業

55

成年後見
支援セン
ター委託

1ヵ所 1ヵ所 1ヵ所

相談支援事業
委託 基幹相談支援センター 相談員業務委託

数 1ヵ所 2人 2人

成年後見制度普及啓発事業

相談員業務委託
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（ ）

円

細節名

生活体験住宅使用料
会計年度任用職員労働保険個人負担金（障害者福祉費）

円

円

2,700 11,400
円 294,585 361,865

円

内訳

説明会開催数
活動
指標

0 0 0
0 0 0
0 0 0

2026年度2025年度2024年度単位

円

円

円

円

円

0 0 0
0 0 0

297,285 373,265 0
5,555,588 6,332,077 0
5,852,873 6,705,342 0

(3) 総事業費・指標等の推移

事務事業名 生活体験住宅管理運営事業

(1) 事務事業の目的と効果

 1. 事務事業の現状と課題

・障がいがあっても自立を目指し安心して暮らせる住ま
いの場として生活体験住宅事業を実施してきたが、新規
者の利用は少数にとどまっている。
・一人暮らしの検討を促すための体験の場として令和２
年から設置した芽室町障がい者用生活体験住宅につい
て、成果や利用者数、他の事業で目的を達せられる事
業との整合性の整理が必要。

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)

・一人暮らしに向けた生活スキル向上に係る取組は、こ
れまでの地域活動支援センター委託の中で推進するこ
と、必ずしも泊を伴わなくても事業を推進できること、所
属機関があったり担当の相談支援専門員がいる障がい
者については事業所等も本人の状態や能力に合わせて
一人暮らしの検討に伴走してくれることなどから、令和８
年度から、事務事業を廃止する。

自立した暮らしを送ることができる。

・グループホームや民間アパート等で一人暮らしを希
望する町内在住の障がい者
・芽室町内で生活を希望する町外在住の障がい者

・将来一人暮らしを希望する働く障がい者が調理や洗
濯、掃除などを体験し、将来の生活スタイルについて
考えるきっかけにしてもらうための事業を実施してい
る。

(2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

障がい福祉健康福祉

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

1 社会福祉費 0709023 民生費 生活体験住宅管理運営事業4 障害者福祉費

事
業
費

国・道支出金

地方債

その他(使用料等)

一般財源

事業費計

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

回

円

単位 2024年度 2025年度 2026年度
円
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１　生活体験住宅の設置・利用状況
（１）地域おこし協力隊の採用　令和2年9月1日～令和4年6月30日、令和5年6月1日～令和8年3月31日
（２）生活体験住宅の設置　令和２年10月１日
（３）令和7年度の利用状況

　※体験平均日数　3日
（４）利用の流れ
申込→事前面談・目標設定→利用決定→利用→アンケート記入・事後面談

２　説明会の開催
令和５年度から利用の問合せがあった際に、個別に説明をするようにしたため、
集団形式での説明会は開催していない。

健康福祉 障がい福祉

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

・一人暮らしの検討を促すための体験の場として令和２年から設置した芽室町
障がい者用生活体験住宅について、成果や利用者数、他の事業で目的を達せ
られる事業との整合性の整理などから、令和８年度から、事務事業を廃止す
る。
・一人暮らしに向けた生活スキル向上に係る取組は、これまでの地域活動支援
センター委託の中で推進すること、必ずしも泊を伴わなくても事業を推進できる
こと、所属機関があったり担当の相談支援専門員がいる障がい者については
事業所等も本人の状態や能力に合わせて一人暮らしの検討に伴走してくれる
ことなどから、事業を発展的に廃止することができる。

区分 回数 利用内容 実人数 延人数

体験 10 泊を伴う体験 2 10

３　次年度に関する検討

交流 0 0 0

合計 10 2 10
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事
業
費

国・道支出金

地方債

その他(使用料等)

一般財源

事業費計

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

件

円

円

単位 2024年度 2025年度 2026年度
円

ひとり親家庭等医療費給付事業5 母子福祉費3 民生費

児童係子育て支援課

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

1 社会福祉費 070105

(3) 総事業費・指標等の推移

事務事業名 ひとり親家庭等医療費給付事業

(1) 事務事業の目的と効果

 1. 事務事業の現状と課題

北海道が実施する医療給付事業の実施に伴い昭和４８年に
条例を制定した。
平成13年10月　所得制限導入
平成31年４月　 中学生までの通院入院全額助成
令和５年４月　  18歳（誕生日の前日）以後最初の３月31日
                      までの通院入院全額助成

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)

　医療費助成制度は、本来保護者の居住地によって異
なるものではなく、全国一律で行われるべきものと考え
ることから、国による制度改正や財源措置を求めてい
く。　子育て世帯の経済的な負担軽減が図られる。

　ひとり親家庭の母又は父と満20歳までの児童を対象とする。
　ただし、親が児童を扶養していること（児童が親に扶養されてい
ること）が認定要件となる。

　ひとり親家庭等の母又は父及び児童に対し、医療費を助
成する。助成範囲は年齢や市町村民税の課税状況によっ
て異なる。
　受給者が医療機関の窓口で受給者証を提示することに
より、助成を受けることができる（北海道内のみ）。なお、道
外の医療機関受診分については、支払った領収書により、
児童係窓口で請求手続きを行うことができる。

(2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

単位

円

円

円

円

円

2,899,000 2,399,000 2,509,000

873 35,000
5,404,209 4,812,054 4,925,000
8,303,209 7,211,927 7,469,000

148,000 131,000 127,000

円

内訳

医療費助成件数

医療費助成金額
活動
指標

3,199 2,725 3,170
7,945,136 6,935,945 7,249,446

2026年度2025年度2024年度

円

細節名

ひとり親家庭等医療給付費道補助金

ひとり親家庭等医療支給事務費道補助金

ひとり親家庭等医療高額療養費 円 873 35,000
円

2,751,000 2,268,000 2,382,000
円
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○ひとり親家庭等医療費給付（道補助　医療費１／２以内　事務費１／２以内）

　（１）対象　母親又は父親は入院及び指定訪問看護に係る費用のみ、児童は入院・入院外・歯科・調剤に係る費用を助成

　　　＜ 親 ＞　 ア　18歳に達した日の属する年度の末日までの間にある者を扶養又は監護している者

　　　　　　　　　　イ　18歳に達した日の属する年度の末日の翌日から20歳に達した日の属する月の末日までの間にある

　　　　　　　　　　者を扶養している者

　　　＜児童＞　ア　18歳に達した日の属する年度の末日までの間にある者

　　　 　　　　　　 イ　18歳に達した日の属する年度の末日の翌日から20歳に達した日の属する月の末日までの間にある

　　　　　　　　　　者（親に扶養されている者）

　　　※平成13年10月から所得制限を導入した。

　　　※平成17年10月更新時より有効期限を７月31日までとし、平成18年度以降の受給者証の有効期限を

　　　　  ８月１日～翌年の７月31日に変更。

　　　※平成31年４月から中学生まで全額助成とした。

　　　※令和５年４月から18歳まで全額助成とした。

　（２）対象人員

受給者証交付者数 （単位：人）

　（３）医療費給付明細書

①医療費町助成分 （単位：円）

②件数 （単位：件）

　（４）医療費給付額・件数

　　　R７年度給付額　　　 6,935,945円　2,725件（前年比　1,009,191円減　475件減）

　　　R６年度給付額　　　 7,945,136円　3,200件（前年比　96,366円減　235件増）

　　　R５年度給付額　　　 8,041,502円　2,965件（前年比　964,974円増　303件増）

　　　R４年度給付額　　　 7,076,528円　2,662件

　　　R３年度給付額　　　 5,629,533円　2,729件

R７年度 136

計
親 9 1 10

2,725
児童 12 1,377 297 978 51 2,715

償還払い分
親 2 0 2

76
児童 0 12 1 10 51 74

現物給付分
親 7 1 8

2,649
児童 12 1,365 296 968 0 2,641

区分
医科

歯科 調剤 その他 計 親子合計
入院 入院外

計
親 261,715 47,942 309,657

6,935,945
児童 637,646 2,752,130 1,001,217 2,127,707 107,588 6,626,288

償還払い分
親 59,780 0 59,780

198,481
児童 0 14,813 2,700 13,600 107,588 138,701

親子合計
入　　　院 入　院　外

現物給付分
親 201,935 47,942 249,877

6,737,464
児童 637,646 2,737,317 998,517 2,114,107 0 6,487,587

R３年度 153 11 283 447

区分
医　　　科

歯　科 調　剤 その他 計

R５年度 149 7 267 423

R４年度 152 11 272 435

親
児童 計

母 父

R６年度 156 9 284 449

10 268 414

子育て支援課 児童係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明
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円 6,991,000 1,598,000

細節名

認可保育所保護者負担金

認可保育所保護者負担金滞納繰越分

延長保育事業道補助金

病後児保育事業道補助金

一時預かり事業道補助金

多子世帯保育料道補助金

保育対策総合支援事業道補助金

円 2,569,000 2,502,000 2,487,000

円 728,000 682,000 1,240,000

22,428,990 24,246,300 23,807,000

円 134,015 19,200 1,000

円 8,970,000 7,195,000 6,515,000

内訳

在籍児童数（年度末）
活動
指標

552 536 536

2026年度2025年度2024年度単位

円

円

円

円

円

462,054,560 471,368,040 404,701,000
0 0 0

44,396,525 56,187,500 56,632,000
222,108,637 230,456,854 186,210,000
728,559,722 758,012,394 647,543,000

(3) 総事業費・指標等の推移

事務事業名 保育事業

(1) 事務事業の目的と効果

 1. 事務事業の現状と課題
　少子化傾向が続く一方、共働き世帯の増加により、０・１歳児の保育需要は増加傾向にある。
　平成29年度からは、てつなん保育所を民間法人へ譲渡し、市街地にある２つの保育所（園）の
運営形態が同一となり、同年、家庭保育園トムテのいえと、りとる・ちっぷす芽室が小規模保育
事業所に移行した。平成30年度に芽室幼稚園が認定こども園に移行し、町の運営では同年にひ
だまり保育所が開所し、保育の受け皿が更に拡大した。
　令和元年10月から国の無償化により幼稚園・保育所等に通う３～５歳児の利用者負担額が無
償化された。町独自施策では、国の無償化に合わせて３～５歳児の副食費を無償化したほか、
令和５年度から町内全保育施設での使用済み紙おむつの施設処分を実施しており、保育士確
保策としては、法人事業者を対象に保育士合同就職説明会を実施している。
　令和５年度末にりとる・ちっぷす芽室が閉所。そのことに伴い、令和６年度から芽室幼稚園にお
いては２号・３号の定員を拡大、かしわ保育園においては０歳児の受入数を拡大した。
　病児保育の町内整備は継続検討としたうえ、てつなん保育所における病後児保育の受入体制
の強化（看護師複数配置）及び町外病児保育利用助成を全額に拡充。
 　令和７年度より保育所遠距離送迎対策事業と統合。

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)

　保育施設の運営事業者と町が十分な連携を保ちながら、保護
者ニーズを確認・検証し、保育の一層の充実を図る。近年、低
年齢児の保育需要が増加するなかで保育士の確保が課題で
あるが、安定的かつ質の高い保育が提供できる体制づくりと、
待機児童ゼロの継続に努める。
　令和８年度より全自治体で実施予定の「こども誰でも通園制
度」について、町内ではめむろかしわ保育園、芽室幼稚園にお
いて実施する。実施施設や近隣市町村と密に意見交換を行
い、安定した事業実施に努める。
　国庫補助を活用した保育基盤（施設）維持に向けた計画的な
修繕等を予定している。

　子育て支援として、質の高い保育サービスを提供す
ることにより、育児と就労の両立支援や育児に携わる
保護者を援助する。

　就学前児童

　認可保育所・認定こども園・小規模保育事業所・新
制度幼稚園の運営に伴い、新年度入所（園）児募集
や入所決定、利用者負担額（保育料）決定事務、年
度途中の入退所などの事務及び国が定める公定価
格に基づき、運営業務委託料を支給する。
　幼児教育・保育無償化により、私学助成幼稚園・認
可外保育施設等の利用給付費を支給する。

(2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

児童係子育て支援課

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

2 児童福祉費 0801023 民生費 保育事業1 認可保育所費

事
業
費

国・道支出金

地方債

その他(使用料等)

一般財源

事業費計

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

人

円 681,000 714,000 698,000

単位 2024年度 2025年度 2026年度
円

31,922,000寄附金管理基金繰入金 円 21,813,000 32,824,000

保育給付費国庫負担金 円 296,192,103 293,640,055 269,360,000
施設等利用給付費国庫負担金 円 1,369,416 1,797,252 1,954,000

一時預かり事業国庫補助金 円

病後児保育事業国庫補助金 円 925,000 930,000 1,240,000
延長保育事業国庫補助金 円 2,580,000 2,559,000 2,487,000

保育給付費道負担金 円 133,201,333 132,971,075 116,491,000

保育対策総合支援事業国庫補助金 円 7,302,000

乳児等のための支援給付交付金道負担金 円 79,000
施設等利用給付費道負担金 円 684,708 830,658 977,000

広域入所保護者負担金 円 20,520

保育所等安全対策設備等支援事業国庫補助金 円 50,000

乳児等のための支援給付交付金国庫負担金 円 475,000

就学前教育・保育施設整備交付金 円 17,875,000
6,460,000

653,000 772,000 698,000
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１　市街地認可保育所等　児童数及び年間委託料 （単位：人、円）

２　町内幼稚園　児童数及び年間委託料 （単位：人、円）

※【芽室幼稚園】６月から満３歳児クラスの１号認定開始

子育て支援課 児童係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

　　　　    施設
 年齢

めむろかしわ
保育園

めむろてつなん
保育所

芽室幼稚園
（認定こども園

保育部分）
トムテのいえ

市街地
認可保育所等

合計

時点 ４月初日 ３月末 ４月初日 ３月末 ４月初日 ３月末 ４月初日 ３月末 ４月初日 ３月末

10 48

１歳児 25 28 14 16 5 8 6 5 50 57

０歳児 4 22 3 9 － － 3 17

85 84

３歳児 41 41 21 23 23 21 － － 85 85

２歳児 36 33 21 23 19 19 9 9

91 93

５歳児 35 35 27 27 23 22 － － 85 84

４歳児 35 35 30 30 26 28 － －

406 451

年間委託料 234,898,318 166,836,522 113,839,120 71,628,090 587,202,050

合計 176 194 116 128 96 98 18 31

　　　　　    施
設
 年齢

芽室幼稚園
（認定こども園
幼稚園部分）

北明やまざと
幼稚園

町内幼稚園
合計

時点 ４月初日 ３月末 ４月初日 ３月末 ４月初日 ３月末

０歳児 － － － － － －

１歳児 － － － － － －

２歳児 － 17 － － － 17

３歳児 12 12 13 12 25 24

４歳児 11 11 5 4 16 15

５歳児 13 15 8 7 21 22

年間委託料 49,920,709 23,167,577 73,088,286

合計 36 55 26 23 62 78

485 481

446
455 458

451

400

420

440

460

480

500

R2 R3 R4 R5 R6 R7

市街地認可保育所等利用児童数推移（３月末） （単位：人）

71
76

97

87

78 78

50

60

70

80

90

100

R2 R3 R4 R5 R6 R7

町内幼稚園利用児童数推移（３月末） （単位：人）
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３　町外幼稚園等　児童数及び年間委託料 （単位：人、円）

※帯広第二ひまわり幼稚園について、

　　年度途中に入退所

（単位：人、円）

※広域入所について、年度途中に入退所
　

４　病後児保育「おひさま」利用状況
　認可保育所の在園児が病気の急性期を過ぎ、回復期にあって保護者の就業の都合により家庭で看護す
ることが困難な場合に、医師の指示に従い専門のスタッフが園児の体力回復のため看護・保育を行った。
実施場所　　　　：　　　めむろてつなん保育所
利用定員　　　　：　　　１日４人 （延べ人数　単位：人）

※実人数推計

－

４月初日

－

子育て支援課 児童係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

０歳児 － － － － － －

３月末

帯広ひまわり幼稚園
（認定こども園）

帯広第二ひまわり
幼稚園

（認定こども園）

３月末

１歳児 － － － － － －－ －

２歳児 － 0 － 0 －

3 0

帯西幼稚園

４歳児

2 2 3

年間委託料 2,383,155

町外幼稚園合計

62,302

３歳児 1 1 1 1 0

合計

00 0

1

2

－ －

－ 1

－ －

1 0

1,795,525

４月初日４月初日 ３月末

46,340

広域入所合計

00 －

01 0

0 0

1 1 1 1 0 00 0

３月末

－ －

－ －

－

0

0

０歳児

１歳児

２歳児

３歳児

４歳児

時点

0 0

５歳児 0 0

合計

　　　　　  月別
施設

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

年間委託料

0 1 5 7

かしわ

　　　　　  施設
 年齢

帯広の森幼稚園
（認定こども園）

つつじが丘幼稚園
（認定こども園）

時点 ４月初日 ３月末 ４月初日 ３月末 ４月初日

3月 計 R6年度

　　　　　  施設
年齢

５歳児 0 0 1 1

0

14 11 0 0 0 0
0 3 1

4 0

R5年度

9 2 3 6 49 47 17
0 20 9 2 55 40 74
0 0 0 0 1 6 20

てつなん

93 111

その他保育認定児童 1 0 0 0 0 0 0 0
2 2 9 7 0

合計 17 13 9 7 0 0 7 1

26 18 37

9 22 12 8 105

1,420,610

R7年度 R6年度 R5年度

5,707,932

４月初日 ３月末

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0

2

2 2

1 2

359,040

27 27
25

18
16

7

0

5

10

15

20

25

30

R2 R3 R4 R5 R6 R7

町外幼稚園等利用児童数推移（３月末） （単位：人）
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５　特別保育事業の実施状況
（１）一時預かり事業（一般型）

　保護者の短時間労働や傷病等、その他の理由による一時的な保育の需要に対し、認可保育所に入所
していない１歳から小学校就学前の児童の一時預かり事業を実施した。
補助実績　　　　：　　　717,000円
実施場所　　　　：　　　かしわ保育園
保育時間　　　　：　　　９時～17時
利用人数　　　　：　　　延べ15人　（前年度延べ51人）

（２）一時預かり事業（幼稚園型）
　１号認定保護者の短時間労働や傷病等、その他の理由による一時的な保育の需要に対し、教育時間
終了後に一時預かり事業を実施した。
補助実績　　　　：　　　1,426,000円
実施場所　　　　：　　　認定こども園
利用人数　　　　：　　　延べ2,894人（前年度延べ3,421人）

６　就学前教育・保育施設整備の実績（補助率：国1/2、町1/4）
国庫補助を活用した保育基盤（施設）維持に向けた計画的な修繕を実施。
補助実績　　　　：　　　26,812,500円
申請事業者　　 ：　　　かしわ保育園（（福）十勝立正福祉事業会）

７　保育対策総合支援事業補助実績
（１）保育体制強化事業（補助率：国1/2、道1/4、町1/4）

　保育士の負担軽減を目的に、清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳等を行う保育支援者の配置に必要
な経費を補助した。
補助実績　　　　：　　　2,400,000円
申請事業者 　　：　　　かしわ保育園、てつなん保育所

（２）保育補助者雇上強化事業（補助率：国3/4、道1/8、町1/8）
　保育士の離職防止を図ることを目的に、保育士の補助を行う保育補助者（子育て支援員）の雇上げに
必要な経費を補助した。
補助実績　　　　：　　　7,986,000円
申請事業者 　　：　　　かしわ保育園、てつなん保育所

８　町単独補助事業
（１）建設資金元利補給金補助実績

　保育サービスの向上や保育ニーズの増加に応じた児童福祉の推進を図るため、法人が設置・運営する
保育施設等の建替事業に対し、国の交付金対象外経費の一部を町が独自に支援するなど、法人が借り
入れする金融機関からの借入金に対して、その債務の一部を町が負担した。

かしわ保育園　：　　　13,061,250円（平成22年～令和11年、総補助額：280,890千円）
芽室幼稚園　　：　　　10,178,685円（平成30年～令和14年、総補助額：134,332千円）

（２）副食費補助事業
　幼児教育・保育無償化に合わせ、３～５歳児クラスの副食費を全額補助した。

子育て支援課 児童係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

6,566,870円

幼稚園 1,023,845円

認可外保育施設 319,470円

合計 19,703,437円

対象施設 補助実績

認可保育所 11,793,252円

認定こども園
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（３）使用済み紙おむつ処理費用支援事業
　町内保育所等において使用済み紙おむつの処理に要する費用の一部を支援した。

補助実績　　　　：　　　619,200円
申請事業者 　　：　　　かしわ保育園、てつなん保育所、芽室幼稚園、トムテのいえ

（４）保育人材確保対策支援事業
　町内保育所等における人材不足の解消を目的として、雇用活動や定着活動に要する費用の一部を支援
した。

補助実績　　　　：　　　492,377円
申請事業者 　　：　　　かしわ保育園、てつなん保育所、芽室幼稚園、トムテのいえ

（５）病児保育利用料補助事業
　病児保育施設を利用した保護者に対し、経済的負担軽減を図るため、利用料の全額を支援した。

補助実績　　　　：　　　186,450円
延利用児童数  ：　　　21人

（６）遠距離送迎費補助事業
　自宅の最寄に保育所等がなく、やむを得ず遠方の保育所等に児童を送迎する保護者の経済的負担軽減
を図るため、送迎に係る燃料費の一部を支援した。

補助実績　　　　：　　　3,064,176円
申請者数  　　　：　　　上期50名、下期48名

９　保育士合同就職説明会実績
　・開催日時　　　令和７年６月１２日（木）　10時から11時30分
　・参加施設　　　町内５施設（民間）
　・参加者　　　　　５名（うち学生２名）
　・採用に繋がった人数　　３名（うち学生なし）

子育て支援課 児童係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明
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(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

人

人

単位 2024年度 2025年度 2026年度
円 4,158,100 2,769,690 2,633,000

細節名

ひだまり保育所保護者負担金

子ども・子育て支援体制整備総合推進事業国庫補助金

円

町立保育所運営事業2 町立保育所費

25,182,332 27,120,703 26,767,000

(3) 総事業費・指標等の推移

事務事業名 町立保育所運営事業

(1) 事務事業の目的と効果

 1. 事務事業の現状と課題

　平成１９年度から町直営で保育所を運営している。保育所
数は平成２５年度から７か所となり、平成２７年度からは５か
所、平成３０年度から既存の上美生保育所と新設したひだま
り保育所の計２か所での運営となった。令和５年度から上美
生保育所の入所児童が無かったため休所としているが、地域
で入所希望があった場合は開所する。
　令和７年度末に保育業務支援システムを導入し、令和８年
度から本格的にシステム内で、保護者からの欠席連絡・登降
園管理・保育記録・延長保育料（自動計算）などを実施する。

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)
　近年、市街地在住世帯の乳児の入所が増加傾向にあり、
年度途中の入所申込では、市街地保育所の入所が叶わない
ことがあるが、そうした場合の対策として町立保育所で受入
し、待機児童ゼロを継続している。待機児童ゼロを継続すべ
く、市街地児童の受入に備えた保育士の配置と、町全体の保
育サービスを安定的に維持することが重要な使命となってい
る。
　そのためには、保育士の確保は大前提であり、計画的な研
修の実施と共に、保育環境の細かな整備に、都度適切に対
応していくように努めることが必須となる。

　子育て支援として、質の高い保育サービスを提供し
育児と就労の両立支援や、育児に携わる保護者を援
助することにより、児童の健やかな成長につなげる。

　農村地域で生活している児童のほか、入所枠を超
える申し込みにより市街地の認可保育所に入所でき
ない児童。

　芽室町の基幹産業である農業等が行われている地
域児童の健全な育成と保護者の家庭と仕事の両立
を支援するため、平成１９年度から、町直営で保育
サービスを行っている。
　新年度入所児募集や入所決定、利用者負担額決
定事務、年度途中の入退所、保育士の人事管理の
事務を行う。

(2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

事
業
費

国・道支出金

地方債

その他(使用料等)

一般財源

事業費計

3 民生費

児童係子育て支援課

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

2 児童福祉費 080108

557,000 2,000

5,220,750 3,874,815 16,153,000
19,958,582 22,688,888 10,612,000

内訳

入所児童

保育士数
活動
指標

63 59 59
14 15 15

2026年度2025年度2024年度単位

円

円

円

円

円

3,000

550,000

寄付金管理基金繰入金

円

ひだまり保育所保護者負担金（延長保育分） 円 59,100 28,900 57,000

円 12,646,000
3,000 7,000 2,000

ひだまり保育所保護者負担金（休日保育分） 円 48,400 63,800 43,000
保育対策総合支援事業国庫補助金（保育業務支援システム導入）

保育所職員給食費負担金 円 669,150 682,425 774,000
森林環境譲与税基金繰入金 円 286,000 330,000
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１　町立保育所　月別入所児童数 （単位：人）

※R5～上美生保育所休所

２　ひだまり保育所　月齢・月別ごとの入所児童数 （単位：人）

３　町立保育所　入所児童数の推移 （単位：人）

※R5～上美生保育所休所

４　休日保育 （単位：人）

５　保育士合同研修会
（１）テーマ：子どもの「主体性」を尊重する保育の役割～事例をとおして～

講師：北海道大学教育学研究院　川田　学　教授
参加者：町内幼児教育保育施設保育士・幼稚園教諭　計86人

６　保育支援業務支援システムの導入
　　令和８年４月から運用開始
　　　導入機能と効果
　　　（１）保育計画・記録・・・業務時間の削減、業務の平準化
　　　（２）園児の登降園管理・・・業務時間の削減、ヒューマンエラーの防止
　　　（３）保護者との連絡手段・・・時間や場所を選ばず連絡が可能、情報共有の効率化

R7
59

子育て支援課 児童係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

1月 2月 3月 計
月平均
在籍数

R6平均
在籍数

57 58 59 652 54.3 57.1

施設　　　月別　 4月

ひだまり保育所 50 50 50 51 54 54 56 56
- - - - - - -

12月5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

-
57

- - - - - -
合計 50 50 50 51 54 54 56 56 57 57 58 59 652 54.3 57.1

上美生保育所 -

1月 2月 3月 計
月平均
在籍数

R6平均
在籍数

０歳児 1 2 2 3 6 6 7 7 8 8 9 10 69 5.8 1.7

年齢　　　月別　 4月

3 3 3 3 3 4 4

12月5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

4 4 4 4 42 3.5 6.7
２歳児 10 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 109 9.1 15.0
１歳児 3

15 15 15 180 15.0 10.0
４歳児 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 120 10.0 11.0
３歳児 15

11 11 11 11 11 11 11

1515 15 15 15 15 15 15

11 11 11 11 132 11.0 12.8
合計 50 50 50 51 54 54 56 56 57 57 58 59 652 54.3 57.1

５歳児 11

年度 R2 R3 R4 R5 R6
町立保育所 61 65 64 54 63

保育所名
利用者数（延べ）

R6 R5
５月 ９月 計

合計 7 12 19 15 15

ひだまり保育所 7 12 19 15 15
上美生保育所 - - - - -

61 65 64
54

63 59

0
10
20
30
40
50
60
70

R2 R3 R4 R5 R6 R7

町立保育所入所児童数推移（３月末） （単位：人）
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円

細節名

発達支援センター運営事業道補助金

発達支援センター事業個人負担金

円

円

241,000 148,000 148,000
円 18,600 22,400 16,000

円

内訳

開所日数

訪問支援日数
活動
指標

241 240 241
47 32 32

2026年度2025年度2024年度

円

円

円

円

241,000 148,000 148,000

18,600 22,400 16,000
624,359 919,096 1,304,000
883,959 1,089,496 1,468,000

早期から専門的療育を行い、日常生活及び社会生
活の適応力を高める。また、保護者や支援者と協力
しながら、こどもが安心して社会生活を送れることを
目指す。

町内在住の運動発達、精神発達、言語・対人発達の
遅れが発見された児童。また、その児童を取りまく保
護者や支援者。

障がい児及び発達に支援が必要な児童に対し、次の事業
を行う。
１　心身の発達に関する相談
２　心身の発達に関する療育
３　障害児通所支援事業
　　（１）児童発達支援事業
　　（２）放課後等デイサービス事業
　　（３）保育所等訪問支援事業

(2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

単位

円

発達支援係子育て支援課

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

2 児童福祉費 0802013 民生費

単位 2024年度 2025年度 2026年度
円

発達支援センター運営事業4 子育て支援事業費

(3) 総事業費・指標等の推移

事務事業名 発達支援センター運営事業

(1) 事務事業の目的と効果

 1. 事務事業の現状と課題

　発達支援における地域全体の普及啓発活動を行う中核機能
としての施設運営が求められ、芽室町基幹相談支援センター
と連携し、地域全体の支援の質の担保が課題である。

　専門的支援においては、運動発達に課題のある児童の支援
については、これまで町外の療育施設への利用につなぐ対応
を行ってきたが、就学前で利用を終了するケースが多く、小学
校入学後の継続的な支援体制が十分に確保されていない。ま
た、支援を要する児童が、普段通う場所で適切な支援が得ら
れるための地域支援の強化が課題である。

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)
・自立支援部会発達支援部会の開催、芽室町基幹相談支援センター
と連携して学習会を企画、開催し発達支援への理解を深め、支援を
要する児童への一貫した支援体制を確保する。

・公立芽室病院の作業療法士と連携体制を構築し運動発達に課題
のある児童の状態を的確に把握するとともに、専門的視点による評
価・助言を活用しながら、適切な支援関係やサービスの利用へつな
ぐ体制を整備する。

・保育所等訪問支援制度の認知度を高めるために所属への情報提
供を行い、集団生活の場で日常生活や社会生活を円滑に営み、地
域社会への参加を推進していく。

事
業
費

国・道支出金

地方債

その他(使用料等)

一般財源

事業費計

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

日

日

円
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１　利用児童数の推移
７年度

※１　在籍児数は２月末時点の数（在籍児のピークが２月になるため）
※２　新規入所、退所児数は年間の合計数

２　発達支援センター学習会
　　発達支援センターを会場に、専門知識や技術を学ぶ場として、町民及び関係機関の方々に公開して
　学習会を開催しており療育に携わる方はもちろん、関心を持つ方等の情報交換の場としても利用
　されている。また、職員のスキルアップを図る場としても重要な場となっている。
　　令和７年度は全３回実施した。

３　放課後居場所づくり事業「あすぱらクラブ」
　　通常の地域活動では適応に困難を抱える児童へ、幅広く経験でき、成功体験を重ね、スキルや体験を
　積み上げることができる有意義な居場所を提供することを目的に平成27年度から実施している。

４　わくわくプラン
　　夏休み、冬休み等長期休暇期間を利用し、長期休暇期間だからこそできる通常の療育とは異なる
　療育プランを設定し、希望する通所児を対象に平成27年度から実施している。

※放課後等デイサービスは小学生以上の児童・生徒が対象。

２年度 元年度
86 91 102

子育て支援課 発達支援係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

27 27
新規入所児数 9 12 13 19 24 22

6月 フットサル 17

2 10月31日 芽室町の就学相談と特別支援学級と教育相談 54
3 2月20日 明日から使える支援のヒント 62

180

7月 仕事体験 18

9月 仕事体験 7
10月 仕事体験 5

2月 フットサル 39
184合　　　　　計 　　　実施回数　計33回

10月 調理 15
11月 調理 14
12月 フットサル 28

内　　　訳 ６年度 ５年度 ４年度
在籍児数 84 82 80

退　所　児　数 11 7 18 26

３年度

参加数
1 7月18日 こどもの行動を理解するヒント（応用行動分析から考える） 64

合　　　　計

実施月 事　　業　　名 参加者のべ数

開催月日 内　　　　容

合　　　　　計 9 39

76
6

14

8月 仕事体験 8

5月 フットサル 33

内　　　訳 プラン数 参加者数

夏
休
み

放課後等デイサービス 6 29

冬
休
み

放課後等デイサービス 3 10
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（ ）

事
業
費

活動
指標

ひとり親家庭等日常生活支援事業個人負担金 円

子ども・子育て支援道交付金（子育て支援事業費） 円

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

細節名 単位 2024年度 2025年度 2026年度

事業費計 円 111,670 3,547,353 4,277,000

その他(使用料等) 円 1,493,050 1,285,000
一般財源 円 109,670 97,303 892,000

2,030 1,000

子育て短期支援事業個人負担金 円 1,000 5,000
保護者食事代負担金 円 7,500 12,000

47,000 80,000
サービス利用計画作成等給付金 円 1,482,520 1,267,000

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金 円 1,687,000 1,734,000
ひとり親家庭等日常生活支援事業国庫補助金 円 31,000 43,000

子ども・子育て支援交付金（子育て支援事業費） 円 2,000 192,000 243,000

虐待相談件数 件 14 13 13

国・道支出金 円 2,000 1,957,000 2,100,000
地方債 円

 1. 手段(事業の概要)  1. 事務事業の現状と課題

 2. 対象(何を対象にしているか)

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

(3) 総事業費・指標等の推移

内訳 単位 2024年度 2025年度 2026年度

・虐待や育児放棄などにより保護、又は保護者への養育
支援を特に必要とする児童とその保護者。
・育児疲れや慢性疾患時の看護疲れ、育児不安等身体
上又は精神上保護を必要とされる児童の保護者。

こどもの権利擁護の最前線として、コミュニティを基盤にし
たソーシャルワークの機能を担い、全てのこどもとその家
庭及び妊産婦等を対象として、その福祉に関して必要な
支援に係る業務全般を行う。
虐待、育児放棄などの要保護児童に関する通報を受け
た際には、初期対応・情報収集を行い、個別ケース会議
の開催や関係機関との連絡調整、その後の経過確認を
行う。

・虐待対応～虐待件数について、全国的に増加傾向となっている。本町においては、横ばい傾向。
・児童福祉機能の専門性向上～こども家庭センター設置により、母子保健機能・児童福祉機能の連
携・協働が不可欠となる中、児童福祉機能の専門性向上がより重要となっている。
・家庭支援事業～委託先の児童福祉施設で児童を一時的に養育する「子育て短期支援事業」を実施
するほか、令和７年度からは、支援員が家事・子育て等に不安・負担を抱えた子育て家庭等がいる家
庭を訪問し、家庭が抱える不安や悩みの傾聴や、家事・子育て等の支援を実施する「子育て世帯訪問
支援事業」を実施する。
・こどもの権利～芽室町子どもの権利に関する条例第18条に基づき、虐待等こどもの権利侵害に対し
て、迅速かつ適切な権利救済とその回復を目指す「芽室町子どもの権利委員会」を運営する。
・相談支援事業所～町直営を継続するほか、民間事業所へ委託している。
・風の子めむろ～多様なこどもの集える居場所として、学習支援、食事の提供、日常の遊び等を通じ、
こどもが抱える貧困や様々な困難を発見し、必要な機関・制度へとつなげて、問題の早期解決に向け
た取組を行う。
・医療的ケア児支援～全国の在宅で生活する医療的ケア児数は直近10年で約２倍に増えている。医
療的ケアが必要なこどもを対象に、在籍する保育所、学校等に訪問看護ステーションの看護師等を派
遣する。

・児童福祉機能の充実を図るためには、社会福祉士などの専門職
を配置し、専門性を生かした困難ケースの対応や、母子保健機能と
の連携・対応の強化が必要不可欠。
・こどもの権利に関しては、町民一人一人が改めて考えるきっかけ
とするため、令和８年度に講演会を実施することとしている。
・ヤングケアラーに関しては、小・中学生向けアンケートを実施する
（令和５年度に実施して以来）。対象者がいた場合は、必要に応じ
て「子育て世帯訪問支援事業」などを活用し、支援していく。
・医療的ケア児の入園や進学に向けて、関係機関等との必要な調
整を進める。また、「医療的ケア児者を応援する市区町村長ネット
ワーク」による研修会等に参加する。

・児童が安心して生活できる。
・保護者の養育負担が軽減される。

(1) 事務事業の目的と効果 (2) 事務事業の現状と今後の取組

事務事業名 児童福祉支援事業

子育て支援課 子育て支援係

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

3 民生費 2 児童福祉費 4 子育て支援事業費 080205 児童福祉支援事業
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１　本町における児童虐待の状況（R8.3.31現在）
（１）虐待別対応件数内訳(特定妊婦対応を除く)

（２）主たる虐待者の状況

（３）要保護児童個別ケース会議開催状況(特定妊婦対応を除く)

・代表者会議１回開催　令和７年９月25日（木）16:00～17:00

・実務者会議１回開催　令和８年２月17日（火）16:00～17:30

２　家庭支援事業の実施状況（利用延人数）

３　風の子めむろの実施状況

5

実父

身体的

令和５年度（2023年度）

令和６年度（2024年度）

令和７年度（2025年度）

令和５年度（2023年度）

令和６年度（2024年度）

令和７年度（2025年度）

令和５年度（2023年度）

令和６年度（2024年度）

子育て世帯訪問支援（R7～） 子育て短期支援

- 0令和５年度（2023年度）

4

4

1,165 480 49 24

利用延人数 実人数 開催回数 平均利用者数

令和６年度（2024年度）

令和７年度（2025年度）

862 346 51 17

- 2

2 2

令和７年度（2025年度）

1,007 432 48 21

0 0

計

7

4 0 0 0

3 1 0 0

身体的 ネグレクト 心理的 その他

5 2

8 141

令和５年度（2023年度）

令和６年度（2024年度）

6 5 132令和７年度（2025年度）

実母 計その他

7 7 140

14

13

計

14

8 0 1 5 0

9 0 2 2 0

性的 ネグレクト 心理的 その他

9 0 5 0 0

子育て支援課 子育て支援係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明
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事
業
費

国・道支出金

地方債

その他(使用料等)

一般財源

事業費計

(4) 歳入に関する説明 【特定財源の内訳】

日

円 597,000 693,000 630,000

単位 2024年度 2025年度 2026年度
円

(3) 総事業費・指標等の推移

事務事業名 子どもセンター運営事業

(1) 事務事業の目的と効果

 1. 事務事業の現状と課題

　少子化により利用対象となる児童数は減少しているが、共
働き世帯の増加に伴い、利用率は増加している。また、支援
が必要な児童も一定数おり、職員数の確保が必須であるほ
か、経験の浅い職員もいるため、知識や技術の習得・指導力
強化など人材育成も重要であると考えている。
　なお、市街地には「放課後児童クラブアンジャリ」（十勝立正
学園が運営）があり、利用者の選択肢が広がっている。また、
上美生地区には民営の「上美生学童クラブ」があり、保護者
や地域の方の運営により、子どもたちの放課後の居場所が確
保されている。

 2. 今後の取組(今後の方向性・課題の解決策)
令和５・６年度に　「サービス向上に向けた行動計画」に基づき、民間
活力活用も検討したが、民間活力活用に舵を切るに至る顕著な優位
性は認められず、町直営での運営を継続している。
しかし、保護者からは開館時間を早めてほしい、長期休業期間中の
昼食斡旋回数を増やしてほしいなど、更なるサービス向上を求める声
も出ており、どこまで対応可能か対応すべきか検討していく。
また、職員の待遇が見直された影響によるものか、会計年度任用職
員の募集に対しては応募人数が増え、これまで以上によりふさわしい
人材を選定できる段階となった。採用した職員の中には資格や経験
が全くない職員もおり、子どもたちを安心安全にお預かりし放課後の
時間を楽しく過ごしてもらうため、職員の研修機会の拡充などを行っ
ていく。

　遊びを通して、異年齢交流や子どもの心身発達を促す。
　低学年児童の放課後の居場所が確保され、健全で安全
な時間が過ごせる。

（児童館）　満18歳未満の児童
（児童クラブ） 小学校１・２・３年生

町内２つの子どもセンター及び１つの児童館の運営を行
う。児童館では町内の児童を対象に、放課後、土曜日及び
長期休業期間の安全安心な居場所として、児童に健全な
遊びや体験活動を通しての仲間づくり等、全児童対策を行
う。また、児童クラブは保護者が就労等により放課後の時
間に家庭に不在となる小学校低学年（１・２・３年生）の児
童に対し、放課後の安全安心な居場所を提供する。

(2) 事務事業の現状と今後の取組

 1. 手段(事業の概要)

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

3 民生費

児童係子育て支援課

款 項 目 事業番号 決算書上の事業名

2 児童福祉費 080128 子どもセンター運営事業5 子どもセンター費

単位

円

円

34,111,000 37,803,000 39,747,000

5,724,650 6,685,087 630,000
52,036,227 67,078,873 65,355,000
91,871,877 111,566,924 105,732,000

円 8,000

内訳

児童館開館日数（特別開館日を除く）
活動
指標

293 293 293

2026年度2025年度2024年度
円

円

円

細節名
子ども・子育て支援体制整備総合推進事業国庫補助金

保育所等安全対策設備等支援事業国庫補助金

放課後児童健全育成事業国庫補助金

放課後児童健全育成事業道補助金

児童クラブ登録料

寄附金管理基金繰入金
会計年度任用職員労働保険個人負担金（子どもセンター費）

円 16,941,000 19,049,000 19,870,000
円 17,114,000 18,747,000 19,870,000

6,000 7,000 7,000
円 50,000

円 5,119,650 5,992,087
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１　運営施設

平成24年度　めむろ西子どもセンター：みらい…芽室西小学校区（児童館、児童クラブ機能）

平成28年度　めむろ子どもセンター：あいりす…芽室小学校区（児童館、児童クラブ機能）

平成30年度　みなみっ子児童館…芽室南小学校区（児童館機能）

２　各施設の対象と機能

（１）児童館

　 　18歳未満の児童を対象に、放課後、土曜日及び長期休業期間の安全安心な居場所として、健全な遊び

や体験活動を通しての仲間づくりや心身の成長発達を支える。

（２）児童クラブ

　保護者が仕事等により日中家庭にいない小学校低学年（１・２・３年生）の児童に対し、放課後の安全で

安心できる遊びと生活の場を確保し、子育て家庭を支えるとともに、子どもの心身の成長発達を促す。

３　各施設の運営状況

（１）開館期間・日数

　 令和7年4月1日から令和8年3月31日（日曜日・祝日を除く）　293日

（２）開館時間

平日：学校登校日　下校時間から19時

土曜日、夏・冬・春休み：８時から19時

４　各施設の登録及び利用状況

（１）めむろ西子どもセンター：みらい

　 ①児童館

◎学年別延べ利用数／登録数 （単位：人）

（中学生18人、高校生1人）

  ※開館日数　293日　　　※定員70人

◎経年比較 （単位：人）

　 ②児童クラブ

◎月別延べ利用数／登録数 （単位：人）

  ※開館日数　293日　　　※定員70人

◎経年比較 （単位：人）

延べ利用数 13,655 10,375 10,780 10,800 14,118
一日平均利用数 46.6 35.4 36.8 36.9 48.2

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
登録者数 82 77 70 64 85

登録数

1年から３年 1,373 1,356 1,355 1,314 1,091 1,247 1,414 957 1,041 954 910 1,106 14,118 85
学年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

延べ利用数 5,807 5,257 6,711

12月 1月

6,655

2月 3月 計

6,528
一日平均利用数 19.8 17.9 22.9 22.7 22.3

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
登録者数 118 126 100 155 148

2 75 19
計 699 571 658 617 530 547 638 455 467 482 409 455 6,528 148

中高 24 9 7 4 3 7 7 8

89 83 7991 99 62

1 2 1

82 1,232 29
6 90 64 80 72 75 58 69 53 48 56 42 42 749 32
5 162 123 140 125 97

885 13
4 229 174 193 190 167 180 204 140 140 150 110 138 2,015 31
3 86 80

678 14
1 61 79 83 84 73

88 84 65 71 89 70

80 65 4793 104 67

58 52 68 74

2 47 42 67 58 50 47 66 55

学年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

子育て支援課 児童係

事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

12月 1月 2月 3月 計 登録数

58 894 10
51 74 62 59
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（２）めむろ子どもセンター：あいりす
　 ①児童館

◎学年別延べ利用数／登録数 （単位：人）

（中学生14人、高校生3人）

  ※開館日数　293日　　　※定員70人

◎経年比較 （単位：人）

　 ②児童クラブ

◎月別延べ利用数／登録数 （単位：人）

  ※開館日数　293日　　　※定員140人

◎経年比較 （単位：人）

（３）みなみっ子児童館
　 ①児童館

◎学年別延べ利用数／登録数 （単位：人）

（中学生4人）

  ※開館日数　293日　　　※定員50人

◎経年比較 （単位：人）

子育て支援課 児童係
事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

学年 4月 5月 6月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

175 169 138 177 156 110

計 登録数

1 128 186 165 173 98 127 131 82 104 126 133 144 1,597 24
7月

128 179 100 124 1,838 27
3 176 213 145 158 99 150 155 116 148 139 116 124 1,739 31
2 176 206

316 4,259 61
5 292 220 238 278 218 229 181 101 168 199 161 241 2,526 61
4 525 417 422 484 350

52 56 32

254 300 230344 354 263

40 37 24 43 559 20
中高 18 3 5 4 2 1 3 4 3 1 44 17

6 56 53 52 54 60

846 980 767 993 12,562 241

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

計 1,371 1,295 1,200 1,321 967 1,081 1,034 707

登録者数 305 220 236 232 241
延べ利用数 10,070 6,551 7,831 10,496 12,562

一日平均利用数 34.4 22.4 26.7 35.8 42.9

学年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 登録数
1,705 1,769 1,559 1,889 23,775 143

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

1年から３年 2,324 2,342 2,232 2,296 1,773 2,143 2,246 1,497

登録者数 151 156 158 132 143
延べ利用数 22,134 22,367 24,362 21,200 23,775

一日平均利用数 75.5 76.3 83.1 72.4 81.1

学年 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 登録数
58 626 3

2 82 100 88 88 40 94 110 79 96 43 56 75 951 8
1 55 62 61 55 30

131 126 71

57 45 3758 61 47

103 68 72 91 1,176 15
4 81 70 62 62 17 53 75 45 54 32 51 56 658 9
3 130 128 108 100 48

33 379 10
6 67 40 43 41 10 39 37 37 52 28 37 58 489 13
5 34 37 31 36 17

1 4 5

32 18 1554 39 33

1 2 4 32 12
計 452 443 395 383 165 430 452 317 395 236 268 375 4,311 70

中高 3 6 2 1 3

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
登録者数 75 71 74 72 70

延べ利用数 6,011 5,329 7,139 5,965 4,311
一日平均利用数 20.5 18.2 24.4 20.4 14.7
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５　補助団体の実施状況
　小学校１年生から６年生までの児童を対象に、放課後等の居場所の確保、適切な遊びと生
活の指導を通して健全育成を図った。

（１）上美生学童クラブ
補助実績　　　　：　　　4,912,480円
実施場所　　　　：　　　上美生４線34番地（上美生農村環境改善センター隣接）
保育時間　　　　：　　　平日　下校時～18時30分
保育時間　　　　：　　　土曜日、春夏冬休み等　8時～18時30分
利用人数　　　　：　　　延べ3,872人（登録児童数　20人）

（２）ひばりワクワク広場
補助実績　　　　：　　　621,232円
実施場所　　　　：　　　東7条5丁目（ひばり福祉館）
保育時間　　　　：　　　５～１１月の毎週水曜日　15時30分 ～ 18時
利用人数　　　　：　　　延べ368人（登録児童数　20人）

（３）放課後児童クラブアンジャリ（令和５年度～）
補助実績　　　　：　　　7,292,017円
実施場所　　　　：　　　東6条3丁目（芽室幼稚園くじらハウス内）
保育時間　　　　：　　　平日　下校後～19時
保育時間　　　　：　　　土曜日、春夏冬休み等　7時30分～19時
利用人数　　　　：　　　延べ3,408人（登録児童数25人）

子育て支援課 児童係
事 務 事 業 の 成 果 に 関 す る 説 明

85


